（別紙様式１）
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名: 認知症対応型サービス事業開設者等研修事業費（国補）

認知症介護指導者養成研修事業費（任意）

認知症介護指導者養成研修事業費補助金（単補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　    　　　　健康福祉部高齢福祉課　介護事業者担当　電話番号：058-272-1111（内2601）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,434千円（前年度予算額：2,434千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　認知症高齢者に対する介護サービスの提供については、身体的な介護のみならず、認知症に関する高度な知識及び専門的技術が必要である。高齢者介護の実務者及びその指導的立場にある者に対し研修を実施し、認知症介護の知識・技術の向上を図る。
	２　所要経費（詳細別添）

	


　①　認知症対応型サービス事業開設者研修（国補）　　　　　委託料：775千円
　②　認知症対応型サービス事業管理者研修（国補）　　　　　委託料：564千円

　③　小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修（国補）　委託料：302千円

　④　認知症介護指導者養成研修（任意）　　　　　　　　　　委託料：230千円

　　　認知症介護指導者養成研修（単補）　　　　　　　　　　補助金：333千円

　⑤　フォローアップ研修（国補）　　　　　　　　　　　　　委託料：230千円
· 実施主体／県　ただし、①、②、③は、（福）岐阜県福祉事業団へ委託。

　　　　　　　　　　　　 ④、⑤は認知症介護研究・研修大府センターへ委託。

· 財　　源／①、②、③、⑤　国1/2、県1/2

          ④　　　　　　　県10/10
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　　○介護サービスを支える人材を確保する

	２　これまでの取組状況


　平成12年度から「認知症介護実務者研修（基礎・専門課程）」を実施。平成17年度からは、現在の「認知症介護実践研修（実践者研修・実践リーダー研修）」として、研修内容がより実践的になるなど強化された。また同年、「認知症介護指導者養成研修」に「フォローアップ研修」が新設された。
　平成18年度からは、「認知症対応型サービス事業開設者研修」、「認知症対応型サービス事業管理者研修」、「小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」が設置されるとともに、地域密着型サービス事業所の指定基準（厚生労働省令第34号）において、これらの研修受講が義務付けられた。

　昨年度の主な実績は次のとおり

· 認知症介護指導者養成研修　　　　　　　2人（延べ31人／H13～H22）

· 認知症対応型サービス事業管理者研修　137人（延べ845人／H13～H22）
	２　これまでの取組に対する評価


　認知症介護は、身体介護と違い、個々の症状に応じた対応が必要であり、高度な介護知識と専門的な技術が求められる。当該事業は、これらの人材を養成するものであるが、認知症高齢者の増加とともに、さらなる介護職員の育成が必要である。また、認知症高齢者に対する虐待等の防止を踏まえ、事業所における認知症介護の質の向上を図ることも併せて必要である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
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	2,434
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	1,499
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	1,499


